
部会からの５つの提言を踏まえ、局内にプロジェクトチームを立ち上げて、令和４年夏に向けて、

次の３つの方向性で検討を進めていきます。

●実態調査の結果を活用し、理解が深まるよう保護者や学校に対して普及啓発を行います。

●学校において児童生徒の発達の段階に応じた予防のための取組を推進します。

●児童生徒の依存傾向を早期発見できるよう学校と家庭の連携を促進します。

●児童生徒の依存傾向等の困りごとについて、学校における相談機能の強化に取り組みます。

●各関係機関での連携を強化するとともに、児童生徒、保護者への適切な相談先等の情報提供を行います。

横浜市学校保健審議会ゲーム障害に関する部会における報告書の概要と今後の方向性について

【背景】令和元年５月、世界保健機関(WHO)は、「gaming disorder(ゲーム障害と訳す)」を国際疾病分類の１つに認定した。
このような状況の中で、ゲーム障害・ネット依存については、社会問題の一つとして大きく取り上げられている。

■概要(令和２年10月実施)
目 的：横浜市立学校の小学生及び中学生のゲーム障害及びインターネット依存(以下「ネット依存と

いいます。)についての実態及び課題を把握するとともに、対策を検討すること
方法・対象：小学校４年生から中学校３年生までの児童生徒に抽出調査を実施し、4,164名が回答(回収:31.4％)
調査内容：ゲーム依存(IGDS-J)、ゲームの使用状況、ネット依存(YDQ)、インターネットの使用状況、

生活習慣、抑うつ症状及び健康状態

■主な調査結果

【基本情報】

・小学校６年生で約４割、中学校３年生で約８割が自分専用のスマートフォンを所持している。

・オンラインゲームの使用機器(複数回答可)については、小学生では携帯型ゲーム機の割合が最も高いが、

学年の進行とともにスマートフォンに取って代わられる傾向(中学校３年生で約８割)が認められた。

・インターネットサービス利用時の使用機器(複数回答可)については、小学生では据え置き型ゲーム機、

スマートフォン、タブレットの割合が高いが、中学校では、スマートフォンに集約される傾向(中学校

３年生で約９割)が認められた。

・機器のフィルタリングでは「保護者が設定」が最も高い割合で「フィルタリングをしていない」「分からない」が約３割であった。

【ゲーム依存傾向】

・オンラインゲームをしたことがあると

回答した児童生徒のうち12.6％が該当

（全回答者に占める割合は8.9%）

・ゲーム依存傾向は、女子と比較すると

男子で高く、男子の小学校４年生及び

５年生で割合が高かった。

・抑うつ症状がある児童生徒は、症状がない児童生徒に比べ、ゲーム依存傾向の割合が3.27倍であった。

【ネット依存傾向】

・動画サイト、SNSを利用したことがあると

回答した児童生徒のうち10.0％が該当

（全回答者に占める割合は9.4%）

・ネット依存傾向は、男子、女子ともに

中学校２年生の割合が最も高かった。

・抑うつ症状がある児童生徒は、症状がない児童生徒に比べ、ネット依存傾向の割合が4.65倍であった。

【ゲーム依存傾向・ネット依存傾向の共通】

・平日及び休日の就寝時刻並びに平日の起床時間が遅く、習い事、塾、部活動をしないほどゲーム依存

傾向又はネット依存傾向が認められた。

・両方又はどちらか一方の依存傾向のある児童生徒は、「家ではホッとできる」、「親にはいろいろ相談

できる」、「学校は楽しい」、「何でも話せる現実の友達がいる」に対し、否定的に答える者が多い。

また、小学生、中学生ともに、生活習慣の悪化(睡眠習慣、運動習慣)と深い関連が見られた。

ゲーム障害・ネット依存実態調査 横浜市学校保健審議会ゲーム障害に関する部会
■概要

目 的：実態調査結果の検討・分析、報告書内容の審議、教育委員会への提言
開催状況：第１回 令和３年３月11日、第２回 同年８月５日、第３回 同年10月５日
委 員：学識経験者、専門医、医師会等役員、横浜市ＰＴＡ連絡協議会（計９名）

■主な考察
・スマートフォンの所持率が非常に高い。スマートフォンを持っていること自体を議論するより
も、その使用方法や内容に、着目する必要がある。

・児童生徒が安心して保護者と関わることができ、家庭の中で安心して過ごせるようにすることが
ゲーム、ネット依存傾向の予防につながる。

・学校、保護者が、児童生徒のアクセスするコンテンツの内容について把握し、依存等への予防に
ついて互いに話し合い、対策を講じていくことが大切である。

・学校、家庭では、児童生徒の依存傾向を早期に発見できるよう意識を高める必要がある。
・依存傾向と心身の健康との関わりが見られる中、その背景と原因は、発達状況や生活環境など
人によって様々である。依存傾向を予防したり、早期に発見、対応したりできるよう、児童生徒
の育成に関わる機関が連携し、個々の状況に応じて対応していくことが大切である。また、児童
生徒自身や保護者がいつでも相談できる環境を整えていくことが重要である。

■部会としての提言

【提言１】児童生徒のゲーム、インターネット利用の実態、心身の健康への影響や

予防のための具体的な取組について保護者、学校等の理解を深める。

【提言２】発達の段階に応じたルールづくりや家庭での話し合いを推進する。

【提言３】学校で発達の段階に応じたゲーム障害・ネット依存に関わる予防に向けた教育を計画的に行う。

【提言４】学校と家庭との連携を深め、依存傾向の早期発見に努める。

【提言５】各関係機関での連携を強化し、児童生徒、保護者がいつでも相談できる環境づくりを推進する。

提言を踏まえた今後の方向性

※参考(本調査での用語)
ゲーム依存傾向：「この一年の間に、ゲームをしている時のことばかり考えていた時期がありましたか」等の質問項目

(９問)に「はい」が５つ以上の場合に該当
ネット依存傾向：「あなたはインターネットに夢中になっていると感じますか」等の質問項目(８問)に「はい」

が５つ以上の場合に該当
抑 う つ 症 状 ：「物事に対してほとんど興味がない、または楽しめない」「気分が落ち込む、憂うつ(心が晴れ

ず暗い気持ちになること)になる、または絶望的な気持ち(物事に対してあきらめそうになるこ
と)になる」の２項目に対して、最近１か月間について「１全くない ２数日 ３半分以上 ４ほぼ
毎日」で回答。１を４点、２を３点、３を２点、４を１点とし、２項目の回答の合計点が３点以下の場合に該当

■ゲーム障害・ネット依存の正しい理解の普及啓発

■家庭と連携した発達の段階に応じたゲーム障害・ネット依存の予防のための取組の推進

■ゲーム障害・ネット依存の問題解決に向けた相談機能の強化

こども青少年・教育委員会
令 和 ３ 年 1 2 月 1 5 日
教 育 委 員 会 事 務 局
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参考資料

【参考】全国調査と本市が実施したゲーム障害・ネット依存実態調査との比較

全国調査：国立病院機構久里浜療養センター(厚生労働省補助事業) ゲーム障害・ネット依存実態調査：横浜市

調査手法
平成31年１～３月に全国「300地点の住民基本台帳から無作為に10～29歳
の対象者を抽出し、自記式質問票によるアンケート調査を実施

令和２年10月に市立小学校中学校(各区小中学校から１校ずつ)の小学校４
年生から中学校３年生までの児童生徒(９～15歳)を対象として、質問用紙
調査(郵送のみ)を実施

回答者数 5,096名(回収率：56.6％) 4,164名(回収率31.4％)

スマートフォンの所持 「スマートフォンを持っている」(80.7％) 「スマートフォンを持っている」(中学校３年生：82.3％)

ゲームをする機器
(複数選択可)

①「スマートフォン」(80.7％)
②「据え置き型ゲーム」(48.3％)
③「携帯型ゲーム機」(33.6％)

①「携帯型ゲーム機」(69.8％)
②「スマートフォン」(53.0％)
③「タブレット」(23.6％)

インターネットを利用
した時に使用した機器

(複数選択可)

①「スマートフォン」(87.5％)
②「パソコン」(33.9％)
③「据え置き型ゲーム機」(20.8％)

①「スマートフォン」(70.8％)
②「据え置き型ゲーム機」(46.3％)
③「タブレット」(40.8％)

情報通信機器の
フィルタリング

①「フィルタリングはしていない」(37.9％)
②「保護者が設定している」(21.5％)
③「わからない」(18.6％)

①「保護者が設定している」 (56.1％)
②「わからない」(18.3％)
③「フィルタリングはしていない」(14.1％)

ゲーム依存傾向 ゲーム依存傾向の評価なし。
オンラインゲームをしたことがあると回答した児童生徒のうち12.6％
（全回答者数の8.9％）

利用したインター
ネットサービス

①動画サイト(80.2％)
②情報やニュースの検索(77.6％)
③ＳＮＳ(76.0％)
④オンラインゲーム(46.2％)
⑤メール(36.9％)

①動画サイト(74.9％)
②情報やニュースの検索(66.7％)
③ＳＮＳ(50.8％)
④オンラインゲーム(43.0％)
⑤メール(22.4％)

(注)全国調査と本市が実施したゲーム障害・ネット依存実態調査で比較可能と思われる主な調査結果の一部を抜粋し、参考として表記しています。
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